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平成 27年度「地方公共団体における地球温暖化対策等に係る計画書制度ステップアップのための支援プログラム」 

採択地方自治体一覧（二次締め切り分） 

 

 

区分 地方自治体 主な実施内容及び採択理由 

都道府県 香川県 テーマ 事業者の意欲の多様性に対応した制度運用の検討 

主な実施内容

と採択理由 

① 域内事業者の実態把握による多様性のある制度運用の検討 

計画書制度は事業者の意欲・姿勢に関わらず統一的に運用されることが一般的である中で、

事業者訪問による意見交換やアンケートにより、域内の制度対象事業者の実態をよりきめ細か

く把握し、事業者の状況や意欲等の多様性に対応した制度運用を検討することは、制度の新た

な方向性の提示につながることが期待できる。 

熊本県 テーマ 事業者との直接対話を担保する制度の構築に向けた検討 

主な実施内容

と採択理由 

① 事業者の意欲向上と意識改革を促すコミュニケーション手法の検討 

熊本県では、事業者の意欲向上と意識改革を促す直接対話が重要・有効であると理解してお

り、「事業者説明会」「指導・助言」「評価・顕彰」といった一連の流れの中で意欲向上と意識

改革を促すためのコミュニケーション向上手法について検討し、今後の制度運用改善につなげ

ていこうという試みは、多くの自治体にとって参考になると考えられる。 

② 実効性・効率性向上に向けた制度運用方針の見直し 

人的ソースが限られている中で、提出書類の審査、問合せ対応、事業者へのフィードバック

等を迅速かつ効率的に行うため、熊本県において適用可能な最適モデルを検討することは、制

度の実効性・効率性に課題意識を持っている多くの自治体のモデルケースとなるものである。 

指定都市 横浜市 テーマ 事業者の排出削減行動のさらなる飛躍に向けた制度改正方針の検討 

主な実施内容

と採択理由 

① 公平性を担保しつつ多様な努力を評価できる表彰制度を構築するための表彰基準の見直し 

先進的な計画書制度を運用し、多くの実績を有する横浜市において、これまでの実績に基づ

いた表彰制度の見直しを進め、客観性・公平性を担保しつつ、事業者の多様な努力が認められ

る表彰制度を構築することは、有用なモデルケースになると考えられる。 

② 更に高いレベルの排出削減行動を促す重点対策の見直し 

事業者により高いレベルの温室効果ガス排出抑制行動を自主的に促すために、事業者に求め

る「重点対策」を発展的に見直すことは、先進的かつ独創的な取り組みである。 
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区分 地方自治体 主な実施内容及び採択理由 

指定都市 神戸市 テーマ 事業者との協働と参画による計画書制度の拡大につながるインセンティブの検討 

主な実施内容

と採択理由 

① 事業者との協働と参画による計画書制度への参加を促すインセンティブの検討 

事業者との協働と参画に基づく制度の拡大を図るため、神戸市では市が独自で進める環境施

策への貢献を評価指標に織り込むとともに、事業者の優れた取り組みを表彰・ＰＲする等のイ

ンセンティブを設けることを検討している。特に神戸市の計画書制度は環境保全協定に基づく

ものであり、条例等の規定による義務化はなされていないため、事業者の意欲による計画書制

度参加を促すモデルになると考えられる。 

② 兵庫県や国の関連制度との連携を考慮した評価・表彰実施の可能性の検討 

計画書制度をともに実施している国、兵庫県、神戸市間の連携の在り方を検討することは、

都道府県、市の両方で計画書制度を導入している他の地域の参考になると考えられる。 
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(参考) 

平成 27年度「地方公共団体における地球温暖化対策等に係る計画書制度ステップアップのための支援プログラム」 

採択地方自治体一覧（一次締め切り分） 

 
区分 地方自治体 主な実施内容及び採択理由 

都道府県 静岡県 テーマ 事業者による自己評価手法の検討及びクレジット制度の活用検討等 

主な実施内容

と採択理由 

② 事業者による自己評価手法の検討 

 計画書・報告書の記載内容等をもとに自治体側が事業者に対する評価を行う方法が一般的

であるのに対して、「事業者による自己評価」は新しい視点である。 

③ クレジットの活用の検討 

 事業者自身の削減のみではなく、クレジットの活用を制度に組み込むことによって、事業

者の地球温暖化対策に関する選択肢が広がることが期待できる。 

滋賀県 テーマ 事業所からの応募による表彰制度の策定等 

主な実施内容

と採択理由 

③ 事業者のレベルアップにつながる指導・助言内容の通知方法の検討 

 事業者のレベルアップにつながるフィードバック方法の検討は注目すべき取組である。 

④ 事業者からの自主的な応募を想定した表彰方法の検討 

 計画書・報告書等の記載内容や温暖化対策の実施状況に関する現場確認結果等に基づき、

自治体側から表彰する事業者を選定する表彰制度が一般的であるのに対して、「事業者か

らの応募」に基づく表彰制度は新しい視点であり、事業所のより積極的な参加を促す方法

として期待できる。 

京都府 テーマ 事業者をより高い目標設定に導く仕組みの構築 

主な実施内容

と採択理由 

① 事業者が高評価を得るために必要となる事項の提示方法等の検討 

 計画書制度における事業者の評価は、自治体側による評価の結果を事業者に提示し、事業

者はその結果を受け入れるという形が一般的である。本テーマは、計画策定時点で、より

高い評価取得のために必要な対策内容を事業者側が具体的に把握できる仕組みを構築す

ることで、より意欲的な目標設定・計画策定を促す一つの手法として期待できる。 
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区分 地方自治体 主な実施内容及び採択理由 

指定都市 仙台市 テーマ 先進事例・新たな視点を取り入れた計画書制度の新規導入の検討 

主な実施内容

と採択理由 

③ 新規制度設計に関する調査・検討 

 仙台市、宮城県ともに現状では計画書制度が導入されていないため、導入検討段階からの

連携・調整については他自治体の参考になるものと考えられる。 

 大規模事業者を対象とするのが一般的である中で、中小規模事業者への対象拡大における

課題整理を制度設計時から検討しているところは注目すべき取り組みである。 

④ 計画書制度とセットで実施すべき事業者支援施策（設備改修補助、クレジットなど）について

の検討 

 対象事業者へのインセンティブ検討は計画書制度の設計・実施において重要である。特に

クレジットの活用については、事業者の地球温暖化対策に関する選択肢が広がることが期

待できる。 

名古屋市 テーマ 域内事業者間の相対的評価結果のフィードバック方法の導入等 

主な実施内容

と採択理由 

③ 相対的評価結果のフィードバック方法の検討 

 名古屋市では原油換算 800kL/年以上使用する事業所に対し、計画書等の作成・提出を義務

付けており、他自治体よりも比較的小規模な事業所情報を把握することができる。このよ

うな特徴も踏まえ、相対的な評価結果を事業所側の取組促進につなげる仕組みを構築する

ことは新たなモデルになると考えられる。 

広島市 テーマ 事業者に対してより低炭素な２次エネルギーの選択を促す評価制度の導入等 

主な実施内容

と採択理由 

① 事業者に対してより低炭素な２次エネルギーの選択を促す評価方法の検討 

 電気や熱などの２次エネルギー起源二酸化炭素の排出量は、各年度の排出係数を用いた算

定結果で評価すると事業者の２次エネルギー使用量の削減努力がそのまま反映・評価され

にくくなる。一方で排出係数を固定した場合、より低炭素な２次エネルギーの選択の努力

が反映・評価されないこととなる。このような課題に対応するための事業者の努力の評価

方法の検討は新たなモデルになると考えられる。 


